
重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

重点 市債残高（普通会計）（財政課） 億円 1,584 1,635 103.2% 5

重点 財政調整基金残高（財政課） 億円 139.7 128.0 109.1% 5

重点 成果指標の達成状況（総合政策課） ％ 45.5 100 45.5% 1

1.0

1 効率的で効果的
な行政経営 ★

1-1
市税収納率（現年度分）（納税管理課） ％ 99.40 99.25 100.2% 5

5.0

2 職員の資質向上
と機能的な組織
体制の確立

2-1 行政サービスを提供する職員に対する満足度（人事課） ％ 57.2 63.5 90.1% 4

4.0

3 情報化の推進

3-1 電子決済の利用件数（情報政策課） 件 4,213 4,900 86.0% 3

3.0

4 広報広聴機能の
充実 4-1 市政情報の発信に満足している市民の割合（秘書課） ％ 53.8 62.4 86.2% 3

3.0

5 広域連携の推進

5-1 連携中枢都市圏構想の取組事業数（総合政策課） 件 89 100 89.0% 3

3.0

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

外部評価での
主な意見
（要約）

・「健全な行財政運営の確保」という面では、「市債残高」や「市税収納率」に重きを置いて判断すべきと考えるため、当該項目においては一定の成果が出ていると
考える。
・概ね一定の成果が出ているとは言えるが「成果指標の達成状況」の達成率が低調である。事業の見直しに加え、成果指標設定の検証も必要。

第4章 健全な行財政
運営の確保に
向けた取組

3.6点
（29/8） ｂ B

資料１

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点
「子育てしやすい地域である」と思う人の割合（子育て
支援課）

％ 70.8 76.8 92.2% 4

★
重点

合計特殊出生率（子ども家庭支援課） － 1.39 1.63 85.3% 3

1-1
市が支援する独身男女の交流会等の延べ参加者数（子育
て支援課）

人 387 300 129.0% 5

1-2 産婦健康診査受診率（子ども家庭支援課） ％ 95.3 96.3 99.0% 4

1-1-2 乳幼児等の健康
の保持と増進 2-1 母子保健相談延べ支援件数（子ども家庭支援課） 件 4,596 3,800 120.9% 5

5.0

1-1-3 幼児教育・保育
サービスの提供 3-1 保育所等の待機児童数（保育幼稚園課） 人 0 0 100.0% 5

5.0

4-1
地域子育て支援センターの延べ利用者数（子育て支援
課）

人 99,830 126,936 78.6% 2

4-2 障がい児相談支援延べ利用者数（障がい福祉課） 人 5,257 4,306 122.1% 5

4-3
学習支援事業参加者数（子育て支援課・社会福祉第一
課）

人 159 175 90.9% 4

1-1-5 子どもの居場所
の確保 5-1 児童クラブの待機児童数（生涯学習課） 人 173 0 31.1% 1

1.0

外部評価での
主な意見
（要約）

・「児童クラブの待機児童数」は、共働き世帯の増加によるいたちごっこ感はあるが、開所時間が延長されるなど利便性向上が見られるので、今後とも子どもの居場
所の確保に鋭意尽力されることをお願いしたい。
・実績が上がっている取組もあるが、「合計特殊出生率」が上がらない限りは、基本的に成果があまり出ていないとみるべき。

1-1-1 結婚サポートや
出産ケアの充実

4.5

1-1-4 子育て家庭への
生活支援と相談
機能の充実

3.7

1 良好な生活
機能が確保
されている
都市（ま
ち）

1-1 多様なライ
フスタイル
に対応した
「子育て支
援の充実」

3.8点
（38/10） ｂ B

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点 医療サービスに満足している人の割合（保健医療課） ％ 46.1 61.0 75.6% 2

重点
「いつまでも在宅で生活したい」と思う人の割合（地域包括
ケア推進課）

％ 60.4 73.0 82.7% 3

1-2-1 地域医療サービ
スの確保

1-1 病院・診療所の管理運営基準適合率（保健医療課） ％ 92.8 94.0 98.7% 4
4.0

1-2-2 健康危機管理体
制の確立

★
2-1

結核罹患率（対人口10万人）（健康支援課） － 5.8 7.0 120.7% 5
5.0

3-1
胃がん、肺がん、大腸がん、子宮頸がん、乳がんの５つのが
ん検診の平均受診率（健康支援課）

％ 7.9 14.0 56.4% 2

★
3-2

特定健診受診率（地域保健課） ％ 32.5 31.0 104.8% 5

3-3 歯周疾患検診受診率（健康支援課） ％ 8.3 10.5 71.4% 2

★
3-4

自殺死亡率（対人口10万人）（健康支援課） － 20.4 11.5 56.4% 2

1-2-4 地域包括ケアシ
ステムの確立

4-1
自立支援型地域ケア会議に諮るケアプラン件数（地域包括ケ
ア推進課）

件 54 140 38.6% 1
1.0

5-1 障がい者相談支援延べ利用者数（障がい福祉課） 人 15,605 16,992 91.8% 4

5-2 障がい福祉サービスの支給決定者数（障がい福祉課） 人 5,237 5,147 101.7% 5

★
5-3

就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃額（月額）（障がい福祉
課）

円 27,481 21,400 128.4% 5

★
6-1

1人あたりの診療費（国民健康保険）（国保年金課） 円 334,243 342,000 102.3% 5

6-2
ジェネリック医薬品の使用率（国保年金課、社会福祉第一
課）

％ 89.9 82.7 108.7% 5

6-3
生活保護受給者で就労可能な者のうち就労支援事業に参加し
た者の割合（社会福祉第一課）

％ 52.7 59.0 89.3% 3

外部評価での
主な意見
（要約）

・働き方改革や診療報酬改定が相まって病院経営が厳しい中、行政と一体となり、地域医療の安定的な提供体制を維持していく必要がある。
・がん検診の受診率向上が長年の課題。ぜひ成果を出していただきたい。自殺死亡率を下げるための取組も最大限実施していただきたい。
・医療・福祉の現場を担う人材不足も影響していると思われる。施設・サービスの充実と合わせ、働く方の処遇向上なども検討が必要である。

1-2-3 健康づくりの推
進

2.8

1-2-5 障がい者の自立
と社会参加の促
進

4.7

1-2-6 社会保障の確保 4.3

1 良好な生活
機能が確保
されている
都市（ま
ち）

1-2 2025年問
題に対応し
た「医療・
福祉の充
実」

3.5点
（53/15） b B

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点
居住環境に満足している人の割合（地域安全課、環境政
策課、環境業務課、環境施設課、住宅課、建築行政課）

％ 79.5 76.0 104.6% 5

重点
2013年度総排出量（3,401千t-CO2）を基準とする温室
効果ガス排出削減率（環境政策課）

％ 22.1 29.8 74.2% 2

1-3-1 既存ストックの
有効活用 1-1 空き家バンク登録件数（累計）（都市計画課） 件 388 400 97.0% 4

4.0

1-3-2 公園・緑地の確
保 2-1 市民1人あたりの都市公園面積(公園緑地課) ㎡/人 23.84 23.51 101.4% 5

5.0

★
3-1

太陽光発電設備導入容量（10kW未満）(環境政策課) kW 88,251 89,775 98.3% 4

3-2
みやざきエコアクション認証登録事業者数（累計）（環
境政策課）

事業者 212 220 96.4% 4

4-1 公共用水域環境基準(BOD)達成率（環境指導課） ％ 100.0 100.0 100.0% 5

4-2 植林面積（森林水産課） ha 62 160 38.8% 1

4-3 伐採面積（森林水産課） ha 150 340 44.1% 1

5-1 市民１人１日あたりのごみ排出量（環境政策課） ｇ 923 948 102.7% 5

5-2
事業系一般廃棄物収集運搬業許可業者契約件数（環境業
務課）

件 11,269 10,900 103.4% 5

6-1 刑法犯罪認知件数（地域安全課） 件 2,110 1,730 82.0% 3

6-2 犬猫に関する苦情件数（保健衛生課） 件 1,047 900 86.0% 3

外部評価での
主な意見
（要約）

・宮崎市が環境省の「脱炭素先行地域」に選定されたことで、本重点項目のさらなる進捗を促すものと期待している。
・「居住環境に満足している人の割合」の実績値は79.5％であるが、「「居住環境の充実」に向けたまちづくりが進んでいると感じる市民の割合」は33.5％であり、
乖離が大きいことが気になる。

1-3-3 スマートシティ
の取組の推進

4.0

1-3-4 自然環境の保全 2.3

1-3-5 廃棄物対策の推
進

5.0

1-3-6 暮らしの安全・
衛生の確保

3.0

1 良好な生
活機能が
確保され
ている都
市（ま
ち）

1-3 自然環境
の保全と
生活の質
の向上を
図る「居
住環境の
充実」

3.6点
（47/13） ｂ B

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点
「防災体制が整っている」と感じている人の割合（危機
管理課）

％ 42.1 50.0 84.2% 3

重点 宮崎市防災メール配信件数（危機管理課） 人 19,568 23,000 85.1% 3

1-1 一時避難ビルの指定数（危機管理課） 件 274 300 91.3% 4

1-2 企業との災害協定締結数（危機管理課） 件 96 91 105.5% 5

2-1
１１９番通報入電から救急出動指令までの時間（消防
局・指令課）

秒 139 100 71.9% 2

2-2 防火管理者の選任率（消防局・予防課） ％ 96.7 94.5 102.3% 5

2-3 住宅用火災警報器の作動点検率（消防局・予防課） ％ 56.3 62.0 90.8% 4

1-4-3 生活インフラの
維持・整備 3-1 公設合併処理浄化槽設置基数（環境施設課） 件 2,324 2,400 96.8% 4

4.0

外部評価での
主な意見
（要約）

・来たる自然大災害に対し、万全の体制を構築していただきたい。
・「避難」についての議論は地域（自治会）に委ねている傾向があるが、マンパワーの不足する自治会役員の負担は大きい。
・南海トラフ巨大地震の発生が危惧される中、また、数年毎に各地で大地震等が発生しているにも関わらず、実績が上がっていない。

1-4-1 防災機能の充実 4.5

1-4-2 消防・救急体制
の充実

3.7

1 良好な生
活機能が
確保され
ている都
市（ま
ち）

1-4 災害に強
く、暮ら
しを支え
る「生活
基盤の充
実」

3.8点
（30/8） ｂ B

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点
将来の夢や目標をもっている児童生徒の割合（小学生）
（学校教育課）

％ 85.1 94.0 90.5% 4

重点
将来の夢や目標をもっている児童生徒の割合（中学生）
（学校教育課）

％ 67.4 82.0 82.2% 3

1-1
全国学力・学習状況調査において、平均正答率が全国水
準以上の教科区分数の割合（学校教育課）

％ 50.0 100.0 50.0% 2

1-2
ICT支援員（旧：情報教育アドバイザー）の小学校への
派遣回数（教育情報研修センター）

回 6,366 6,000 106.1% 5

2-1-2 健やかな心身の
育成

★
2-1

不登校児童生徒の割合(学校教育課) ％ 3.65 1.30 35.6% 1
1.0

2-1-3 特別支援教育の
充実 3-1

授業スタッフ、スクールサポーター、生活・学習アシス
タントの配置人数（学校教育課）

人 160 156 102.6% 5
5.0

2-1-4 教職員の資質の
向上 4-1

市の研修を受講後、学校で研修成果を生かした教職員の
割合（教育情報研修センター）

％ 98.6 90.0 109.6% 5
5.0

2-1-5 教育環境の充実
と学校施設の利
活用

5-1 小・中学校のトイレの洋式化率（学校施設課） ％ 53.6 50.0 107.2% 5
5.0

2-1-6 地域と学校との
連携の推進 6-1

地域人材や産業界と連携・協働したキャリア教育に取り
組んでいる小・中学校の割合（小学校）（学校教育課）

％ 100.0 100.0 100.0% 5

地域人材や産業界と連携・協働したキャリア教育に取り
組んでいる小・中学校の割合（中学校）（学校教育課）

％ 100.0 100.0 100.0% 5

外部評価での
主な意見
（要約）

・小中学生が将来に対して夢や目標をもてるような施策を今後も出していただきたい。小中学生がもっと職業を知る機会が必要ではないか。
・子どもが夢を持つためには、親世代の余裕も必要と思われるため、親世代への支援策と合わせた取組が必要ではないか。
・「全国学力・学習状況調査」の結果が厳しいものになっているので、改善を期待する。「不登校児童生徒の割合」が増加している。

2-1-1 学力向上の取組
の推進

3.5

5.0

2 良好な地
域社会が
形成され
ている都
市（ま
ち）

2-1 地域に愛
着や誇り
をもつ
「みやざ
きっ子の
育成」

4.0点
（40/10） a A

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

★
重点

協働で行われている事業の数（文化・市民活動課） 事業 322 340 94.7% 4

重点
移住センターが関与した移住世帯の３年後の定着率（都
市戦略課）

％ 88.2 80.0 110.3% 5

1-1 自治会加入率（地域コミュニティ課） ％ 48.8 52.4 93.1% 4

1-2
地域まちづくり推進委員会の委員数（地域コミュニティ
課）

人 2,193 2,170 101.1% 5

1-3 地域魅力発信プランの実現率（地域コミュニティ課） ％ 54.5 54.5 100.0% 5

2-1
地区社会福祉協議会が実施した地域福祉活動事業の数
（福祉総務課）

件 337 320 105.3% 5

2-2 民生委員・児童委員の充足率（福祉総務課） ％ 92.4 91.5 101.0% 5

2-2-3 高齢者の生きが
いの場の創出

3-1
シニア応援ボランティアの登録者数（地域包括ケア推進
課）

人 449 845 53.1% 2
2.0

4-1 自主防災組織の結成率（危機管理課） ％ 87.8 88.5 99.2% 4

4-2 消防団員充足率（消防局・総務課） ％ 91.1 96.0 94.9% 4

4-3 市の登録料の助成を受けた防災士の数（危機管理課） 人 1 95 1.1% 1

5-1
移住センターが関与した移住世帯数（累計）（都市戦略
課）

世帯 1,108 1,350 82.1% 3

5-2
移住センターにおける移住希望者の相談件数（都市戦略
課）

件 1,455 1,750 83.1% 3

5-3 移住アンバサダーの登録件数（都市戦略課） 件 140 150 93.3% 4

外部評価での
主な意見
（要約）

・各地域・地区における自治会等の役員や委員の人材不足は深刻で高齢化が進み、班長を担えないなど、高齢世帯が脱退する状況もある。どうすれば人材を確保でき
るのか、積極的なリーダーの育成が急務である。
・自治会加入率向上の具体策を提示いただきたい。

2-2-1 地域コミュニ
ティの活性化

4.7

2-2-2 地域福祉活動の
充実

5.0

2-2-4 地域防災の推進 3.0

2-2-5 移住・定住対策
の推進

3.3

2 良好な地
域社会が
形成され
ている都
市（ま
ち）

2-2 多様で自
律性のあ
るコミュ
ニティを
形成する
「地域力
の向上」

3.9点
（54/14） ｂ B

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点
「一人一人がお互いを理解し、尊重し合う社会である」
と思う人の割合（総務法制課）

％ 46.9 40.0 117.3% 5

重点
文化芸術を通して、心豊かに暮らす人の割合（文化・市
民活動課）

％ 52.9 51.2 103.3% 5

重点
「スポーツ等の運動に親しめる環境にある」と思う人の
割合（スポーツランド推進課）

％ 53.1 56.0 94.8% 4

1-1 市男女共同参画センター利用者数（文化・市民活動課） 人 17,768 14,900 119.2% 5

1-2
市が設置する審議会、委員会等における女性委員の割合
（人事課）

％ 29.8 40.0 74.5% 2

2-3-2 生涯学習の機会
の提供 2-1

生涯学習活動による公立公民館等の利用者数（生涯学習課、
地域コミュニティ課）

人 321,193 402,000 79.9% 2
2.0

3-1
市民が企画運営する文化イベントに係る参加者数（文
化・市民活動課）

人 18,502 24,300 76.1% 2

3-2 民俗芸能登録団体数（文化財課） 団体 65 66 98.5% 4

3-3 スポーツ施設の利用者数（スポーツランド推進課） 人 639,380 750,000 85.3% 3

3-4
全国スポーツ大会に出場した児童生徒数（スポーツラン
ド推進課）

人 665 925 71.9% 2

4-1
海外の姉妹（友好）都市交流事業における交流者数（累
計）（国際政策課）

人 3,187 3,118 102.2% 5

4-2
宮崎市国際交流協会が開催する講座等の参加者数（国際
政策課）

人 3,044 2,660 114.4% 5

外部評価での
主な意見
（要約）

・スポーツを通じた健康増進や地域活性化を目指すため、若年層のスポーツ力向上に今まで以上に注力いただきたい。
・市民の意識に関する重点目標を達成するにあたり、その下に設定されている主要施策の指標が主に「参加者数」「団体数」「利用者数」であるため、ズレが生じて
しまっているように感じた。必ずしも「参加者数」等によって、市民の意識が高くなるわけではないように思う。

2-3-1 人権尊重・男女
共同参画の推進

3.5

2-3-3 文化芸術の振興
や市民スポーツ
の推進

2.8

2-3-4 国際交流と多文
化共生の推進

5.0

2 良好な地
域社会が
形成され
ている都
市（ま
ち）

2-3 一人一人
が尊重さ
れ、生き
生きと暮
らせる
「共生社
会の確
立」

3.7点
（44/12） ｂ B

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点
県内新規学卒者の就職内定者のうち県内就職内定率（高
校）（企業立地推進課）

％ 64.4 65.0 99.1% 4

重点
県内新規学卒者の就職内定者のうち県内就職内定率（大
学等）（企業立地推進課）

％ 43.7 53.3 82.0% 3

3-1-1 キャリア教育や
学び直しの場の
提供

1-1 県内高校生の県内大学・短大への進学率（総合政策課） ％ 29.3 32.9 89.1% 3
3.0

2-1
市が支援する就職セミナー等を受講して就職した人の数
（累計）（企業立地推進課）

人 - 255 - -

2-2 高度ＩＣＴ技術者新規雇用者数（企業立地推進課） 人 4 17 23.5% 1

★
3-1

新規就農者数（農政企画課） 人 115 100 115.0% 5

★
3-2

新規林業就業者数（森林水産課） 人 16 13 123.1% 5

3-3 新規漁業就業者数（森林水産課） 人 3 4 75.0% 2

4-1
就職説明会参加者のうち就職決定者数（企業立地推進
課）

人 16 75 21.3% 1

4-2
雇用・人材アプリインストール数（累計）（企業立地推
進課）

件 19,074 21,000 90.8% 4

外部評価での
主な意見
（要約）

・「人財の育成」と合わせ、学卒者のニーズに合う企業へ成長するための企業支援や、魅力ある企業の誘致にも取り組んでいただきたい。
・若者の県外流出防止は最重要課題であると認識している。地元企業と連携し、魅力ある企業づくりを推進していただきたい。
・本市の産業別人口は第３次産業の割合が高いが、３年以内の離職率も高く定着率が悪い。安定した職場での雇用が「人財の育成」に欠かせないため、企業の自助努力によるが、給
与・雇用条件の改善を市が後押しする取組が必要ではないか。

3-1-2 地域や企業ニー
ズに対応した人
材の育成等

1.0

3-1-3 農林水産業の担
い手の育成

4.0

3-1-4 地元企業への就
職を促す仕組み
の構築

2.5

3 良好な就
業環境が
確保され
ている都
市（ま
ち）

3-1 地域や企
業ニーズ
に合った
「人財の
育成」

3.1点
（28/9） ｂ B

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

●
重点

正規雇用者数（企業立地推進課） 人 107,100 98,500 108.7% 5

●
重点

市内の女性の有業率（企業立地推進課） ％ 54.0 51.2 105.5% 5

●
重点

市内の60歳以上70歳未満の有業率（企業立地推進課） ％ 63.7 58.0 109.8% 5

★
1-1

農業産出額（農政企画課） 億円 319 325 98.2% 4

1-2 水揚高（森林水産課） 億円 10.5 13.1 80.2% 3

★
2-1

製造品出荷額（産業政策課） 億円 2,766 2,363 117.1% 5

2-2 立地企業数（企業立地推進課） 件 10 10 100.0% 5

2-3 立地企業における新規雇用予定者数（企業立地推進課） 人 535 117 457.3% 5

●
3-1

年間商品販売（小売・卸売）額（産業政策課） 億円 14,441 13,090 110.3% 5

★
3-2

創業支援事業計画に基づく創業者数（累計）（産業政策
課）

人 1,615 1,608 100.4% 5

3-3 市が支援した事業承継等の件数（累計）（産業政策課） 件 71 91 78.0% 2

3-2-1 農林水産業の生
産基盤の確立

3.5

3-2-2 企業立地と設備
投資の促進

5.0

3-2-3 中小企業等の経
営力の向上

4.0

3 良好な就
業環境が
確保され
ている都
市（ま
ち）

3-2 若い世代
の定着や
生産性の
向上を図
る「雇用
の場の創
出」

4.4点
（74/17） ａ A

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

4-1 ６次産業化関連補助事業活用事業者数（農政企画課） 件 9 5 180.0% 5

4-2
市が支援した企業と大学等の研究機関との共同取組事例
数（産業政策課）

件 - 3 - -

3-2-5 中心市街地の機
能の充実

★
5-1

中心市街地におけるクリエイティブ産業従業者の増加数
（累計）（産業政策課）

人 3,399 3,085 110.2% 5
5.0

6-1
市の支援する女性の就労支援事業を活用した就職者数
（累計）（企業立地推進課）

人 - 220 - -

6-2
シルバー人材センターにおける派遣事業の受注件数（企
業立地推進課）

件 106 150 70.7% 2

7-1 くるみん認定企業数（企業立地推進課） 社 30 24 125.0% 5

7-2
「仕事と生活の両立応援宣言」を行う事業所数（企業立
地推進課）

件 622 600 103.7% 5

7-3
宮崎市ワークライフバランス企業（旧称：イクボス）同盟加
盟事業所数（文化・市民活動課）

件 25 29 86.2% 3

外部評価での
主な意見
（要約）

・若い世代が魅力を感じる企業の集積、幅広い選択肢の確保は十分とは言えない。新規学卒者もそうだが、キャリアを積んで転職を図り、自らの価値を高めていく若
者の受け皿が市内にどれだけあるだろうか。キャリアアップのため、宮崎市を離れる若者は多い。
・今の若い世代は「仕事」と「家庭や遊び」との両立が出来る企業を求め、そこに集まり定着する。雇用に関し視点を変える必要がある。

3-2-4 新商品や新技術
等の開発

5.0

3-2-6 雇用形態の多様
化・労働力の確
保

2.0

3-2-7 雇用環境の改善 4.3

3 良好な就
業環境が
確保され
ている都
市（ま
ち）

3-2 若い世代
の定着や
生産性の
向上を図
る「雇用
の場の創
出」

4.4点
（74/17） ａ A

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点 宿泊者数（観光戦略課） 千人 2,416 1,680 143.8% 5

重点 観光消費額（観光戦略課） 億円 1,411.1 558.0 252.9% 5

重点 観光入込客数（観光戦略課） 千人 6,116 4,020 152.1% 5

1-1 外国人宿泊者数（観光戦略課） 人 137,010 65,000 210.8% 5

1-2 ＭＩＣＥ延べ参加者数（観光戦略課） 人 28,036 11,500 243.8% 5

2-1 フローランテ宮崎の有料入園者数（公園緑地課） 人 241,268 220,000 109.7% 5

2-2
花と緑のまちづくりに満足する市民の割合（公園緑地
課）

人 65.8 74.0 88.9% 3

2-3 屋外広告物の許可申請率（都市計画課） ％ 86.0 81.5 105.5% 5

3-1 プロ野球キャンプ来場者数（スポーツランド推進課） 人 537,800 660,000 81.5% 3

3-2
プロゴルフトーナメント来場者数（スポーツランド推進
課）

人 33,149 55,000 60.3% 2

3-3 Ｊリーグキャンプチーム数（スポーツランド推進課） チーム 11 14 78.6% 2

★
3-4

スポーツ合宿宿泊者数（スポーツランド推進課） 人 96,491 126,500 76.3% 2

4-1-4 観光客受入環境
の充実

4-1 道の駅フェニックスの来場者数（観光戦略課） 人 380,311 310,000 122.7% 5
5.0

4-1-5 国内外の市場開
拓

5-1 農畜産物のブランド認証品の売上額（農業振興課） 億円 86.7 86.5 100.2% 5
5.0

外部評価での
主な意見
（要約）

・「ＭＩＣＥ延べ参加者数」は2000年以降数字も落ちこんでおり、大きな会合も少なくなってきている。県と共に誘致に向けた努力が必要。
・来年度から宿泊税を徴収する予定となっていることから、宿泊閑散期(４月、５月GW明け、６月、９月、１２月）の集客に関する施策を強化してはどうか。

4-1-1 宮崎らしさを生
かした取組の推
進

5.0

4-1-2 景観づくりの推
進

4.3

4-1-3 スポーツランド
みやざきの推進

2.3

4 魅力ある
価値が創
出されて
いる都市
（まち）

4-1 交流人口
や販路の
拡大を図
る「ブラ
ンド力の
向上」

4.1点
（57/14） ａ A

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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重点
目標

指標 単位
2024

実績値
2024

目標値
達成率 点数

内部評価
結果

外部評価
結果

令和７年度 施策評価結果一覧（令和６年度の実績評価）

基本目標 重点項目 主要施策 平均点

資料１

重点
「良好な市街地が整備され、都市機能がコンパクトにま
とまっている」と思う人の割合（都市計画課）

％ 61.8 46.0 134.3% 5

重点
「公共交通の利便性が確保されている」と思う人の割合
（総合政策課）

％ 17.4 22.4 77.7% 2

●
1-1

総人口に対する用途地域内の人口の割合（都市計画課） ％ 85 84.7 100.1% 5

●
1-2

総人口に対する人口集中地区人口の割合（都市計画課） ％ 69.1 69.7 99.1% 4

2-1
主要バスターミナルにおける路線バス乗降客数（総合政
策課）

千人 1,750 1,308 133.8% 5

★
2-2

ＪＲ九州の主要３駅（宮崎駅・南宮崎駅・宮崎空港駅）
における一日あたりの平均乗客数（総合政策課）

人 8,016 7,700 104.1% 5

2-3 宮崎空港路線利用者数（総合政策課） 千人 3,178 3,180 99.9% 4

2-4 フェリー旅客数（総合政策課） 人 182,531 160,000 114.1% 5

5-1-3 物流体制の確保
3-1 宮崎港の取扱貨物量（総合政策課） 千t 7,725 7,195 107.4% 5

5.0

4-1
「公共施設サービスが質、量ともに適切に提供されてい
る」と感じている人の割合（都市戦略課）

％ 48.8 50.4 96.8% 4

★
4-2

都市計画決定道路(市道)の改良延長（都市計画課） km 117.7 116.9 100.7% 5

4-3
老朽化等により早期に対策が必要と判断された橋梁の修
繕割合（道路維持課）

％ 74.7 77.0 97.0% 4

外部評価での
主な意見
（要約）

・「公共交通の利便性」は、２次交通の充実が大きな課題ではないか。ライドシェアの推進及び働きやすい環境づくりに取り組む必要がある。
・路線バスの減便、タクシーの不足は市民生活に大きな影響を与えており、改善の糸口が見えない。取組の強化を期待する。
・コロナ禍を経て、公共交通機関の利用者は増加傾向にあるが、さらなる利便性の向上、市民の意識醸成施策を実施していただきたい。

5-1-1 都市機能の集約
化

4.5

5-1-2 広域公共交通網
の構築

4.8

5-1-4 公共施設や交通
インフラの維
持・整備

4.3

5 地域特性
に合った
社会基盤
が確保さ
れている
都市（ま
ち）

5-1 コンパク
ト化と
ネット
ワークの
形成によ
る「都市
機能の充
実」

4.4点
(53/12) ａ A

※ 重点目標の欄に「★」を付記しているものは、2024年度実績値が未確定のため、2024年度目標値と2023年度実績値を用いて達成率を算出
※ 重点目標の欄に「●」を付記しているものは、５年に１度の統計調査の結果で実績値が確定するため、統計調査年度の目標値と実績値から達成率を算出
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